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                 要 望 書  

 

 貴職におかれましては、常日頃より森林技術コンサルタンツ協議会の活動につきまして、格別のご

指導を賜り厚く御礼を申し上げます。 

近年の地球温暖化の進行による平均気温の上昇、ゲリラ的な集中豪雨の頻発、台風の大型化など

の異常気象災害に強い森林整備の推進が強く求められています。このため、政府は令和７年６月６日

に、国土強靭化基本法に基づいて、「第１次国土強靭化実施中期計画」を策定し、令和８年度から令和

１２年度までの５年間に２０兆円強の公共事業の実施を計画し、激甚化、頻発化する自然災害への防災

対策に加えて、近年問題が顕在化しているインフラ老朽化対策を実施することとしています。さらに、

令和６年能登半島地震及び豪雨災害においても、山地では地すべりや山腹崩壊などが多数発生し

ており、その復旧等に資する治山事業及び森林整備事業の重要性は一層高まっております。 

 令和元年度の品確法の改正により、治山・林道施設、森林整備等の公共工事の品質確保を図るた

め、工事の前段階である調査測量設計においても公共工事と同等の品質確保を図ることが重要で

あるとして、コンサルタント業務が同法の対象として位置付けられました。適確な森林技術と高い見

識を有する技術者を擁する森林技術コンサルタント業務の重要性がより一層高まっています。加え

て、ICT（情報通信技術）を活用した「スマート林業」の推進、成長の優れたエリートツリー等の育種・育

苗技術の進展、森林環境譲与税等を活用した森林経営管理制度の推進などに伴い、森林技術コンサ

ルタント業務の多様化が求められています。 

このような状況に対応するために、森林技術コンサルタンツ協議会専門部会及びその地区委員会

と、林野庁や森林管理局の技術担当官との間で意見交換を行うことなどを通じて、林野庁と森林技

術コンサルタンツ協議会が協働することにより、官民一体となって森林技術の維持向上・発展を図る

ことが重要であると考えております。 

つきましては、森林技術コンサルタンツ協議会の活動についてより一層のご理解をいただくとと

もに、下記の要望事項について、さらなるご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

                    記 

 

１． 林野公共予算の確保・拡充及び年間の業務発注の平準化 

多様で健全な森林の整備及び国土の保全等の施策推進に必要な事業量の継続的かつ安定的な



確保を図るため、これまで以上の林野公共事業予算の拡充、特に、令和６年能登半島地震及び豪雨

災害の甚大な被害や令和７年２月に発生した岩手県大船渡市の大規模火災などに対する早急な復

旧のための補正予算措置の継続実施など、大規模な災害により被害を受けた森林等の整備促進、同

時多発化する災害への機動力の向上、間伐や再造林の効率的な実施や木材の安定的な供給に資す

る林道、森林作業道の整備などを要望いたします。また、ゼロ国債の活用等による事業の早期発注

や年度繰り越し業務の発注量を増やすなど、年間の業務発注の平準化を要望いたします。さらに、賃

金水準や物価水準に関して、通常の合理的な範囲を超える賃金又は物価の変動に基づく業務料の

変更（いわゆる業務スライド）の適切な適用を要望いたします。 

 

２． 災害復旧事業の円滑な推進 

 頻発する山地災害の迅速な復旧を図るため、広域での支援体制を構築する農林水産省の被災地

の早期復旧への取組（MAFF-SAT）を推進するとともに、大規模災害時に林野庁から要請を受けて協

力した森林技術コンサルタントに対する、遠隔地からの旅費や機械運搬等による経費のかかり増し等

の適切な積算、既受注案件の工期延長など余裕を持った工期の設定を要望いたします。 

 

また、治山・林道の災害復旧発注に簡素化、迅速化が図られている状況下においても、低入札によ

るダンピングの防止と、品質を確保するための適切な措置が講じられることを要望します。併せて、

被支援地方自治体において、域外業者についても、域内業者と同等の入札参加の機会を確保する

よう都道府県に対する指導を行うなどの配慮を要望いたします。 

 

３． 総合評価落札方式の発展的な運用 

 国有林野事業においては、平成２２年度から総合評価落札方式が導入され、その対象事業は森林

土木事業から造林、素材生産事業へと順次拡大されており、品質確保に大きな効果を発揮していま

す。今後は、ECO-DRR（生態系を活用した防災・減災）技術や ICT 技術などの新たな技術の適用を総

合評価落札方式の評価対象として認めていただくとともに、継続教育技術者の CPD ポイントについ

て、より一層の高い評価がなされるよう、特段のご配慮を要望いたします。 

 

ICT を活用した航空レーザ計測等による調査測定事業、森林環境調査事業など多様化する森林コ

ンサルタント業務は既に総合評価落札方式の対象となっていますが、収穫調査事業についても、ICT

技術の適用が進んでいますので、新たにその対象事業とされるよう要望いたします。 

 

 令和４年４月１日から導入された総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点

措置が導入されるなど、成長と好循環を実現する賃上げ促進施策が講じられ、林野公共事業の単価

も引き上げられておりますが、中小企業が不利益を被らないような加点措置の適切な運用、賃上げ

に見合う単価の引き上げの継続を要望いたします。 

 



１． 入札制度等における局署間での運用の考え方の統一 

 総合評価落札方式の実施にあたって、技術評価点等について局署間や担当者間で運用に違いが

あることも見受けられることから、局署間等での考え方の統一を要望いたします。また、入札制度に

かかる評価内容基準や個別事業の成果の項目別評価についてのより一層の情報開示を進めていた

だけるよう要望いたします。 

 

低価格入札の取扱いについて、局署間等での考え方に相違が見られるので、統一化を図るととも

に、低価格入札対応の基準明確化とホームページ等での公開を要望いたします。併せて、治山事業、

林道事業、測定事業、森林調査事業等において、歩掛かり、単価、設計仕様など調査・設計にあたって

の技術的な考え方の局署間の統一を要望いたします。 

 

２． 林野庁長官表彰制度等の総合評価落札方式への反映の徹底 

 平成２９年度から森林技術コンサルタント業務に対する林野庁長官表彰制度が導入され、令和元年

度から総合評価落札方式の評価項目として認められていますが、令和３年度から表彰制度を全面的

に見直し、治山分野、林道分野、森林調査測量分野、新技術分野の４分野を表彰対象としています。

今後とも、表彰制度の趣旨等を十分に反映していただけるよう、総合評価落札方式への反映の徹底

を図るとともに、表彰のベースとなる個々の業務評価についても、局署間での標準的な考え方の統

一を要望いたします。 

 

また、当該森林管理局の国有林野事業の表彰のみならず、他の森林管理局の国有林野事業や都

道府県・市町村事業の表彰についても総合評価落札方式の評価項目として認めていただくなど、局

署間での標準的な考え方の統一を要望いたします。さらに、都道府県・市町村事業においても、本表

彰制度の授賞実績が評価されるよう、ご指導いただけるよう要望いたします。 

 

６．若手技術士等の管理技術者としての積極的な登用 

 森林管理局・署の総合評価落札方式の評価点は、同一局・署内での過去の実績を重視する点数配

分となっているため、新規に技術士等を取得した若手技術者が管理技術者となって業務を受注す

る機会は、入札参加者が１社の場合や、価格競争入札の場合などに限られるなど、少ない状況にあり

ます。例えば、技術的工夫の余地が少ない業務や単純作業に該当する業務で、予定価格の小さいも

のについては、最低価格落札方式を採用し、受注意欲のある企業が実績を積み上げることができる

ようにするなど、若手技術者や女性技術者が、管理技術者として森林管理局・署の業務で活躍でき

る機会の拡大を検討していただきたく要望いたします。 

 

                                    以上 

 

 


